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 2022年２月18日 

各  位  

    会 社 名 株式会社ジー・スリーホールディングス 

    代表者名  代表取締役社長 笠原 弘和 

                                       （コード：3647 東証第二部） 

    問合せ先 管理部 総務課長 佐々木 誠志 

                           （電話：03-5781-2522） 

  

内部統制報告書の訂正報告書の提出に関するお知らせ 

 

当社は、本日公表の「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出に関するお知らせ」にてお

知らせしましたとおり、過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を関東財務局に提出するとともに、

過年度の決算短信等についても訂正を行い、その内容を開示しております。 

これに伴い、金融商品取引法第24条の４の５第１項に基づき、本日、「内部統制報告書の訂正報告

書」を関東財務局に提出いたしましたのでお知らせいたします。 

株主の皆様をはじめ、関係者各位には、多大なご迷惑とご心配をおかけいたしますこと、深くお

詫び申し上げます。  

記 

 

１．訂正の対象となる内部統制報告書 

 第７期（自2016年９月１日 至 2017年８月31日） 

 第８期（自2017年９月１日 至 2018年８月31日） 

 第９期（自2018年９月１日 至 2019年８月31日） 

 第10期（自2019年９月１日 至 2020年８月31日） 

 

２．訂正の内容 

  上記の内部統制報告書のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正いたします。

なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。 

（１）第７期、第８期、第９期 

 ３【評価結果に関する事項】    

 （訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制

は有効であると判断いたしました。 

 

 （訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすものであ

り、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点に

おいて、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 
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記 

 

当社は、外部から2017年８月期に当社が販売した未稼働太陽光発電所の権利の売上について、

その売上金額280百万円の計上の時期は、本来であれば2019年８月期に計上すべきものではない

かとの外部からの指摘を受け、売上時期の適切性について社内で検討した結果、専門的かつ客観

的な調査が必要であるとの判断に至り、2021年11月10日に利害関係を有しない外部専門家３名か

ら構成される特別調査委員会を設置して、調査を進めておりました。 

2022年１月28日に特別調査委員会から調査報告書を受領した結果、連結の範囲並びに売上の計

上(売上計上要件を満たさない売上)に関する不適切な会計処理、及び関連当事者の範囲につい

て網羅的な把握ができていなかった等の事実が判明しました。 

このため、当社は過年度の決算を訂正し、2017年８月期から2020年８月期の有価証券報告書、

2017年８月期第３四半期から2021年８月期第３四半期までの四半期報告書について、訂正報告書

を提出することにいたしました。 

特別調査委員会により認定された不適切な会計処理は、当社グループ全体における過度な業績

追及の姿勢・認識を背景として、一部の役員への権限が集中したことによる案件のブラックボッ

クス化、コーポレート・ガバナンスの機能不全、並びに内部統制システムの運用不備等により、

信頼性のある財務報告を実現するための統制環境の構築が軽視され、広範囲にわたる全社的な内

部統制の不備を引き起こした結果、生じたものと認識しております。また、関連当事者の範囲に

ついては、決算・財務報告プロセスにおいて、関連当事者を把握するための情報収集体制等に不

備があったものと認識しており、さらに、連結の範囲並びに売上の計上(売上計上要件を満たさ

ない売上)に関する不適切な会計処理については、業務プロセスにおいて、太陽光発電事業に係

る収益認識等に関する内部統制に不備があったものと認識しております。 

このような財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示す

べき重要な不備に該当すると判断いたしました。 

また、上記事実の特定は当事業年度末日以降となったため、当該開示すべき重要な不備を当事

業年度末日までに是正することができませんでした。 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、全て財務諸表及び連結財務

諸表に反映しております。 

  

当社といたしましては、財務報告に係る内部統制の重要性を十分認識しており、開示すべき重

要な不備を是正するために、以下の調査報告書の提言を踏まえ、再発防止策を早期に検討して実

行し、内部統制の整備・運用を図ってまいります。 

  

１．コーポレート・ガバナンスの更なる改革 

（１）取締役会の実効性確保 

（２）監査等委員会の実効化 

（３）取締役会の実効性を高める取締役の選任 

２．業務提携先との関係整備 
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（１）利益相反関係への対応 

（２）競業関係の整理 

（３）関連当事者に関する網羅的な情報の把握 

（４）ビジネスパートナーとの業務提携関係の具体化 

  

（２）第10期 

 ３【評価結果に関する事項】    

（訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制

は有効であると判断いたしました。 

 

 

（訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすものであ

り、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点に

おいて、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 

記 

 

当社は、外部から2017年８月期に当社が販売した未稼働太陽光発電所の権利の売上について、

その売上金額280百万円の計上の時期は、本来であれば2019年８月期に計上すべきものではない

かとの外部からの指摘を受け、売上時期の適切性について社内で検討した結果、専門的かつ客観

的な調査が必要であるとの判断に至り、2021年11月10日に利害関係を有しない外部専門家３名か

ら構成される特別調査委員会を設置して、調査を進めておりました。 

2022年１月28日に特別調査委員会から調査報告書を受領した結果、連結の範囲並びに売上の計

上(売上計上要件を満たさない売上)に関する不適切な会計処理、及び関連当事者の範囲につい

て網羅的な把握ができていなかった等の事実が判明しました。 

このため、当社は過年度の決算を訂正し、2017年８月期から2020年８月期の有価証券報告書、

2017年８月期第３四半期から2021年８月期第３四半期までの四半期報告書について、訂正報告書

を提出することにいたしました。 

特別調査委員会により認定された不適切な会計処理は、当社グループ全体における過度な業績

追及の姿勢・認識を背景として、一部の役員への権限が集中したことによる案件のブラックボッ

クス化、コーポレート・ガバナンスの機能不全、並びに内部統制システムの運用不備等により、

信頼性のある財務報告を実現するための統制環境の構築が軽視され、広範囲にわたる全社的な内

部統制の不備を引き起こした結果、生じたものと認識しております。また、関連当事者の範囲に

ついては、決算・財務報告プロセスにおいて、関連当事者を把握するための情報収集体制等に不

備があったものと認識しております。 

当社は、従前の代表取締役の退任に伴い組織体制を刷新し経営管理体制を強化したことで、コ

ーポレート・ガバナンスが改善しつつあるものの、このような財務報告に係る内部統制の不備
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は、財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしまし

た。 

また、上記事実の特定は当事業年度末日以降となったため、当該開示すべき重要な不備を当事

業年度末日までに是正することができませんでした。 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、全て財務諸表及び連結財務

諸表に反映しております。 

  

当社といたしましては、財務報告に係る内部統制の重要性を十分認識しており、開示すべき重

要な不備を是正するために、以下の調査報告書の提言を踏まえ、再発防止策を早期に検討して実

行し、内部統制の整備・運用を図ってまいります。 

  

１．コーポレート・ガバナンスの更なる改革 

（１）取締役会の実効性確保 

（２）監査等委員会の実効化 

（３）取締役会の実効性を高める取締役の選任 

２．業務提携先との関係整備 

（１）利益相反関係への対応 

（２）競業関係の整理 

（３）関連当事者に関する網羅的な情報の把握 

（４）ビジネスパートナーとの業務提携関係の具体化 

以 上 

  

 


